
誰もが輝く持続可能な茨城を担う人づくり調査特別委員会 

調査方針（案） 

 

  

１ 調査目的 

社会は多様な職種や立場の協働によって構成されており、一つでも欠けるも

のがあれば成り立つことはできない。そして、その社会を持続可能なものとす

るためには、誰もが個々の能力を発揮し、活躍することで協働の輪を維持して

いく必要がある。 

しかしながら、出生数は全国・本県ともに減少の一途をたどっているほか、

生産年齢人口についても右肩下がりの様相を呈するとともに、不登校の急増を

はじめとした新たな問題も顕在化するなど、希望の持てる次世代の人づくりが

危ぶまれる状況が生じている。こうした社会の根幹に関わる課題は、総じて一

朝一夕に解決できるものではなく、長期的な視点に立ち、未来を見据えて種を

まく展望の下に取り組まなければならない。 

そこで、後世に「あの時代があったからこそ今の繁栄がある」と実感しても

らえるべく、将来にわたって本県の活力を維持するため、「誰もが輝く持続可能

な茨城を担う人づくりに関する諸方策の在り方」について、調査・検討を行う。 

 

２ 調査項目 

序論：少子化問題の背景 

 （１）結婚・出産の希望がかなう社会づくり 

（２）安心して子どもを育てられる社会づくり 

 （３）誰もが教育を受けることができる社会づくり 

 （４）多様な働き方・外国人材の積極活用等 

 

３ 調査期間 

  調査期間は、令和５年 12 月までの概ね８ヶ月とし、令和５年第４回定例会

の会期中に調査結果の報告を行う。 

 

  



誰もが輝く持続可能な茨城を担う人づくり調査特別委員会 調査項目細目（案） 

 

序論：少子化問題の背景 

・少子化を取り巻く社会状況 

・少子化が社会にもたらす影響 

・少子化の将来見通し（人口予測や産業構造等の分析） 

・少子化問題の課題（未婚化・晩婚化、人材不足 等） 

・少子化の要因分析（結婚、出産をめぐる意識 等） 

・少子化問題への対応（総論） 

 
１ 結婚・出産の希望がかなう社会づくり 

・結婚を希望する男女に対する出会いの機会の提供 

・安心して子どもを産み育てることのできる相談体制の整備 

・不妊治療の経済的負担の軽減 

 
２ 安心して子どもを育てられる社会づくり 

・小児・周産期医療体制の充実 

・子育て家庭への経済的負担の軽減 

・地域の子育て支援の充実  

・安心して子育てができる住宅・住環境の整備 

・幼児期の学校教育・保育サービスの充実 

・児童虐待対策の推進 

・地域の見守り支援の充実 

 
３ 誰もが教育を受けることができる社会づくり 

・教育機会の確保 

・奨学金貸与制度の充実や家庭の教育費負担の軽減 

・就学前教育・家庭教育の推進 

・特別支援教育等の充実 

・困難を抱える子どもへの支援 

・急増する不登校への対策 

 
４ 多様な働き方・外国人材の積極活用等 

・ワーク・ライフ・バランスの実現 

・幅広い職種で女性が働きやすい環境の整備 

・外国人材の積極的な受入れ強化 

・日本語教育など外国人材に対する支援 

・担い手不足が生じやすい業種における国内人材の確保 



 

誰もが輝く持続可能な茨城を担う人づくり調査特別委員会 

調査活動計画（案） 

 

開催月  委員会の審査内容  本会議  
報告等  

令和５年 

５月 22 日 

第１回委員会 

〇調査方針・調査活動計画の協議・決定 

〇序論：少子化問題の背景 

・有識者意見聴取 

〇結婚・出産の希望がかなう社会づくり 

・執行部説明聴取、審議 

 

６月 

（２定中） 

第２回委員会 

〇安心して子どもを育てられる社会づくり 

・執行部説明聴取、審議 

〇誰もが教育を受けることができる社会づくり 

・執行部説明聴取、審議 

定例会中 

７月 

第３回委員会 

〇多様な働き方・外国人材の積極活用等 

・有識者意見聴取 

・執行部説明聴取、審議 

 

８月 

第４回委員会 

〇追加調査事項の審査 

〇提言集約に向けての論点整理 

〇中間報告案の検討 

 

９月 

（３定中） 

第５回委員会 

〇中間報告書の協議・決定 

定例会中 

→調査結

果報告 

（中間） 

10 月 
第６回委員会 

〇最終報告案の検討 

 

12 月 

（４定中） 

第７回委員会 

〇最終報告書の決定 

定例会中 

→調査結

果報告 

（最終） 

 


